
府高教　青年部交渉（令和元年12月12日）

給与に関する項目
教職員の給与・処遇については、これまでも国の制度を基準として、その改善に努めてきたところ。

今後とも、国や他府県の動向、本府人事委員会の意見、本府の財政状況等を踏まえながら適切な対応に努めていく。

手当に関する項目
教員に対して時間外勤務手当を支給することについては、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」及び「職員の給与に関する条例」の規定から困難。

手当に関する項目
教員特殊業務手当については、平成30年４月より義務教育費国庫負担金の算定基礎額を下回る手当額について増額改定を行うとともに、部活動指導等に係る手当にあらたな時間区分を設ける等の改正を行ったところ。

今後とも国の動向や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めていく。

評価育成システムの給与反映に関する項目
教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施しているところ。

評価結果の給与等への反映については、皆さま方との協議の上、平成19年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しており、平成24年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。

平成25年度からは、授業アンケートを踏まえた教員評価の仕組みを導入し、この間、客観性・適正性をより一層確保するため必要な改定を行いながら定着を図ってきたところ。

今後とも本システムがより良い制度となるよう、充実・改善を図っていく。

旅費に関する項目
旅費制度については、財政再建プログラム（案）に基づく府庁改革の一環で見直したものであり、要求にお応えすることは困難。
手当に関する項目

通勤手当については、「職員の通勤手当に関する規則」に基づき、支給対象期間の初日の属する月の給料の支給日に支給することとなっている。

教職員の負担軽減に関する項目

教員の部活動にかかる負担軽減を目的として、校外活動への単独引率も可能な部活動指導員について、今年度、府立学校27校にモデル配置したところ。

部活動指導員配置による教員の時間外勤務の削減等の効果検証を行い、その結果を踏まえ拡充できるように努める。

また、運動部活動外部指導者派遣事業として、平成31（令和元）年度は、指導者を必要とする府立高等学校120校274部に対し、地域や社会で活躍する優れた技能や専門的な知識・指導力を備えた外部指導者を派遣している。

加えて、令和元年１２月２日付で「部活動の適正な運営について（通知）」として、合同部活動にかかる実施上の留意点等を整理し、教職員の負担軽減策の観点からも、合同部活動の取組みを推進していただくよう、府立学校に対し周知したところ。
文化部活動に対しても「学校支援社会人等指導者活用事業」を実施し、令和元年度は、府立中学校・高等学校134校に対して、290名の外部人材を派遣している。
　　本府は、きわめて厳しい財政状況にあるが、本事業の趣旨の徹底を図り、活用内容を精査するとともに、必要となる予算の確保に努めているところ。
教職員の研修に関する項目

初任者研修及び10年経験者研修については、教育公務員特例法の定めるところにより、任命権者に研修の実施が義務付けられており、府教育庁としては、その内容の充実に努めているところ。

平成28年度から、「学び続ける教員の育成」や「理論と実践の往還によるＯＪＴの推進」等をめざして研修体系の見直しを行った。

初任者研修全25回のうち４回分を２～４年次研修（インターミディエイトセミナー）に移行した。10年経験者研修においては、希望により最大10回分を５～９年次研修（アドバンスドセミナー）として前倒しで受講できるようにするなど、実施時期の弾力化を図った。

また、初任者研修では２回分を、２～４年次研修では１回分を、アドバンストセミナーでは最大３回分を、更に10年経験者研修では４回分を教育センターにおける研修から学校での実践研修とした。
平成29年度から、10年経験者研修の一部を免許状更新講習として認定するようにし、対象教員の負担軽減を図っている。
今後も、研修をより効果的で充実したものにするため、研修内容や研修方法の工夫を図っていく。

なお、初任者研修に係る代替措置については、常勤講師や非常勤講師にて措置しているところ。

　　　

教職員の研修に関する項目

初任者に対しては、教育公務員特例法にもとづき、初任者研修を実施している。

また、府教育センターにおいて行う研修の年間実施計画については、事前に各府立学校に通知し、学校行事等を決定する際に、研修の意義を理解した上で、各学校において配慮いただいているところ。

さらに、研修に意欲的に参加しやすい環境づくりについても、各学校において十分配慮いただいているものと承知している。

職場環境の改善に関する項目

ICTネットワーク及び校務処理システムについては、全校への整備及び円滑な運用のため、電話及びメールによるサポート窓口（府立学校ネットワークサポートセンター）を設置し、操作方法等に関するサポートを行っているところ。

ICTに関する設備・機器のメンテナンスについても、保守事業者、府立学校ネットワークサポートセンター及び学校関係者が協力しながら、必要に応じて個別対応や訪問対応など、迅速な対応をしているところ。

校務処理システムの運用については、使いやすいシステムにするべく必要に応じて改修を行っている。また、各学校では、状況に対応した工夫をしながら、活用していただいているところ。
今後も、ICTネットワーク及び校務処理システムを各学校で活用していただけるよう、改善策を検討していきたい。
職場環境の改善に関する項目

SSC（総務事務システム）の操作方法については、これまでもフロントオフィスとしてのSSCコールセンターとバックオフィスとしての学校総務サービス課が連携をしながら対応しているところ。

今後とも、SSCの操作が円滑に行えるようにFAQ等の充実を図るとともに、なお一層のSSCコールセンターとの連携に努める。

教職員の負担軽減に関する項目
オンラインタイムレコーダー（ＯＴＲ）による出退勤記録については、各学校において、適切に実施・運用されていると認識している。

府教委では、これまでも「関係要綱に基づき、教育職員の勤務時間を適正把握し、時間外業務の縮減を図ること。また関係要綱に基づくヒアリング等の実施を徹底し、教職員の健康の保持・増進に努めること」として、各学校あて指示してきた。今後も引き続き、勤務時間の適正把握に努めていく。
教職員の負担軽減に関する項目

府教育庁においては、「府立学校における長時間労働者への医師による面接指導実施要綱」を定め、産業医は、長時間労働者等に対する面接を実施し、本人への必要な保健指導及び安全衛生管理者への必要な助言・指導を行うこととしている。
　　また、今年４月には、労働安全衛生規則の改正を受け、時間外労働等が月80時間を超えた職員の本人及び産業医への情報提供、面接指導実施後に講じた措置等の産業医への報告を行うよう要綱改正したところ。

休暇制度に関する項目
休暇制度などの勤務条件等については、従前から必要に応じて、府立学校長あて周知を図るとともに、研修会等のあらゆる機会を通じて周知してきたところ。引き続き、勤務労働条件の理解向上に向け、取り組んでいく。
また、学校総務サービス運営事業の「マニュアル・規定集・データ集」に「学校職場における勤務条件等（制度解説）」を掲載し、教職員及び管理職が自由に閲覧できるようになっているとともに、平成19年度からは、「学校職場における勤務条件等（制度解説）」を冊子にして、新採職員に配布しているところ。

職務専念義務の特例に関する項目
職務専念義務は職員の基本的な義務だが、免除される場合がある。これはあくまで職務専念義務の例外として、公務優先という基本原則に対する限定的、例外的特例として認められるものであるため、みだりに職務専念義務の例外（職務専念義務の免除）を認めることは許されない。

職務専念義務の免除については、地方公務員法第35条により規定され、本府においては、職務専念義務の特例を「職務に専念する義務の特例に関する条例」及び「職務に専念する義務の特例に関する規則」により定めている。
ご要求について、職務専念義務免除の対象とすることは困難。

職場環境の改善に関する項目

エアコンの設置状況については、毎年各学校に調査を行い、状況を確認している。
特別教室の空調設備の設置については、教育環境の充実に資するため、全府立学校を対象に関係各課と連携を図りながら、特別教室の一部に平成23年度より５か年計画で順次整備を進め、１３６校４０７教室に設置したところ。

また、教科準備室等への空調設備の設置については、強い要望があることは十分に認識しているが、現在の財政事情を踏まえると困難であり、今後の課題と考えている。
職場環境の改善に関する項目
　教育委員会では、「職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」、「職場における妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの防止及び対応に関する指針」、「職場におけるパワー・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」の３つの指針を策定し、校長等管理監督者はもとより、教職員一人ひとりが、ハラスメントについての正しい理解と十分な認識をもって、すべての職場でハラスメントのない快適な働きやすい環境づくりをめざしている。

　ハラスメントの相談窓口としては、各学校のほか、教職員人事課、教育センター、府職員総合相談センターに設けている。また、教職員人事課では、ハラスメント相談の専用メールを設置しており、24時間いつでもメールで相談することが可能となっているなど、事案が発生した場合は、指針に基づき関係者のプライバシーに配慮しつつ、相談者に寄り添いながら対応することにしている。

　さらに、教育委員会では、従前より教職員に対して、指針についての周知徹底等を図っているが、今年度の「府立学校に対する指示事項」では、職場におけるハラスメントの防止を取組みの重点事項として掲げたところ。

　今後とも、すべての職場でハラスメントのない快適な働きやすい環境づくりに努めていく。
休暇・休業制度に関する項目
特別休暇については、より府民の理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成22年度から実施しているところ。
ボランティア休暇については、特別休暇として令和２年４月から導入したい。
ＬＧＢＴ等の性的マイノリティの職員に対する特別休暇等の取得可能範囲については、令和２年４月から拡大できるよう検討したい。
その他の休暇の拡充や新設は困難。
不妊治療にかかる休暇制度については、無給の休暇として、令和２年４月から導入したい。

育児休業の取得期間については、地方公務員の育児休業等に関する法律で規定されており、延長を行うことは困難。なお、育児休業等の対象となる子の範囲については、平成29年１月１日より、法律上の親子関係である実子・養子だけでなく、特別養子縁組の監護期間中の者、養子縁組里親に委託されている者、養子縁組里親として職員に委託しようとしたが、実親等の同意が得られなかったため、養育里親としての職員に委託された者まで拡充したところ。
さらに、育児休業については、平成31年1月より、新規に保育所に入所する児童を集団生活への適用等を目的として、通常の保育の実施よりも時間を短縮して行う保育（慣らし保育）を、育児休業の取得要件として拡大したところ。

また、育児部分休業に引き続く新たな休暇制度については、対象年齢を小学校三年生までとし、令和２年４月から導入したい。
早出遅出勤務については、制度導入時より様々なニーズ等を踏まえ運用してきたところ。また、平成27年９月に、その対象職員の範囲を「小学校１年生から３年生までの子を育てる職員」から「小学校に就学している子を育てる職員」にしたところ。平成28年９月には、公務に支障がない場合に、これまでの勤務パターンに加えて30分早出の勤務パターンを導入し、拡充したところ。

また、男性の育児参加休暇については、平成28年７月１日より、取得可能期間を産後16週に拡充したところ。
育児休業及び育児短時間勤務の子の対象の拡大については、地方公務員の育児休業等に関する法律の規定から導入は困難。

教職員の更なる休暇・休業制度の理解向上と取得促進につなげるため、平成27年度、庁内ウェブページに「教職員のための子育て支援ポータルサイト」を立ち上げた。

また、教職員の制度理解を図るための資料として、育児に関して利用可能な制度を一覧にした表を作成し、子育て支援ポータルサイトで掲載するなど、内容を充実させてきたところ。
さらに、ポータルサイトの周知を図るため、教職員向けのポータルサイトである全校トップページにおいて、全教職員に向けて紹介した。
職員健診に関する項目

　　「乳がん検診」については、平成16年度より、40歳以上の希望者全員を対象としてきたが、平成28年２月に改正された厚生労働省のがん検診指針に基づき、平成29年度からは、それまで自己負担であったマンモグラフィを含めた検査を２年に１回、公費負担により実施している。

　府立学校の教職員のがん検診について、限られた財源の中で実施しているところであり、現行以上の受診対象者の拡大は困難。

今後とも、職員健康診断のよりよい在り方について、府立学校安全衛生協議会健康対策部会において協議してまいりたい。
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